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独立行政法人国立女性教育会館の中期目標

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二十九条の規定により、独立行政

（ 「 」 。）法人国立女性教育会館が達成すべき業務運営に関する目標 以下 中期目標 という

を定める。

少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対

応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかか

わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、

２１世紀の我が国社会にとっての最重要課題となっている。

男女共同参画社会を実現するためには、国民一人一人が男女共同参画についての意識

や自立の意識を有することが不可欠であり、その意識の涵養のために、教育・学習の果

たす役割は極めて重要である。

また、女性が自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画するための

資質や能力の向上を図ることが必要であり、このため、女性の多様化・高度化した学習

需要や情報ニーズに対応する教育・学習機会の充実が求められている。

さらに、男女が相互に人格を尊重し、相手の立場を理解し、助け合うような人間形成

を図るため、男女共同参画の視点に立った家庭教育が求められている。

このような中で、独立行政法人国立女性教育会館（以下「会館」という ）は、女性。

教育指導者その他の女性教育関係者に対する研修、女性教育に関する専門的な調査及び

研究等を行うことにより、女性の資質・能力の向上や地位の向上に資する女性教育の振

興を図り、男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）に基づく男女共同参

画基本計画（平成１２年１２月１２日閣議決定）を踏まえ、男女共同参画社会の形成を

促進していく重要な役割を担っている。

このため、会館は、女性教育に関するナショナルセンターとして、国内外の女性関連

施設・機関等と連携を図りつつ、次のような先駆的及び中核的拠点としての役割を果た

していく必要がある。

（１）女性教育関係者の実践的な研修機関としての役割

（２）女性教育・家庭教育に関する専門的・実践的な調査研究機関としての役割

（３）女性及び家庭・家族に関する国内外の情報センターとしての役割

（４）女性教育に関する国際交流・協力機関としての役割

（５）女性関連施設及び女性団体・グループ等のネットワーク形成及び交流の拠点とし

ての役割

このような役割を果たすため、会館の中期目標は、以下のとおりとする。
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Ⅰ 中期目標の期間

会館が実施する業務は、女性教育に関するモデル的な学習プログラムや教材の研究

開発等の調査研究など、その成果を得るまでに長期間を要するものが多いことから、

中期目標の期間は、平成１３年４月１日から平成１８年３月３１日までの５年間とす

る。

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項

関係機関・団体等との連携・協力、外部委託の推進や業務運営の見直し等を通じ、

経費の合理化を図る。

具体的には、運営費交付金を充当して行う業務については、国において実施されて

いる行政コストの効率化を踏まえ、業務の効率化を進め、中期目標の期間中、毎事業

年度につき１％の業務の効率化を図る。

ただし、新規に追加される業務、拡充業務分等はその対象としない。

Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１ 研修事業の充実

（１）男女共同参画及び女性の自発的学習を促進するため、全国の女性教育指導者そ

の他女性教育関係者に対して研修を実施し、指導者としての資質・能力の向上及

び女性団体、女性関連施設等における女性教育に関する事業活動の促進を図る。

（２）国際的規模での男女共同参画社会の形成に資するため、海外の女性教育関連政

府機関及びＮＧＯの指導者等に対する研修事業の充実を図り、国際協力の推進を

図る。

（３）会館が主催または共催する研修事業に参加した者のうち、毎年度平均で８０％

以上（任意抽出調査）が研修事業に満足し、研修効果が高まるよう、参加者のニ

ーズに対応した研修内容・方法の充実を図る。

２ 交流事業の充実

（１）女性団体・グループ等のネットワーク形成及び交流の拠点として、国内外の女

性教育関係者が幅広く参加し、相互に学習活動の発表や情報交換などができるよ

う交流機会の充実を図り、女性団体・グループ等における女性教育に関する事業

活動の促進を図る。

（２）会館が主催または共催する交流事業に参加した者のうち、毎年度平均で８０％

以上（任意抽出調査）が交流事業に満足し、交流事業の効果が高まるよう、参加

者のニーズに対応した研修内容・方法の充実を図る。

３ 調査研究事業の充実

（１）男女共同参画社会の形成の促進に資するため、専門的な研究課題の明確化を図

り、その課題を解決するために有効な学習プログラムや教材の研究開発等に関す

る調査研究事業の充実を図る。

具体的には、特に、少子高齢化、高度情報化等社会の変化に対応した学習プロ
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グラム・教材の開発、男女共同参画の視点からの女性教育・家庭教育の内容と方

法に関する調査研究及び女性情報に関する調査研究を進める。

調査研究の実施に当たっては、全国の女性関連施設、生涯学習関連施設・機関

等の調査研究の状況を踏まえ、これらとの連携・協力を図る。

（２）国内外の研究機関との共同研究を推進し、調査研究内容の充実を図る。

（ ） 、 。３ 調査研究の成果を広く一般に普及するとともに その成果の活用の促進を図る

（４）調査研究体制の整備・充実を図る。

４ 情報事業の充実

（１）男女共同参画社会の形成及び女性の多様な学習に必要な女性、家庭・家族に関

する国内外の情報の収集・整理・提供を推進するため、女性教育情報センター機

能の充実を図る。

（２）女性及び家庭・家族に関する情報について、平成１７年度までに２８万件をデ

ータベース化し、利用者が必要とする情報をより効率的かつ的確に提供すること

ができる女性情報システムを構築するとともに、会館ホームページへのアクセス

件数について、平成１７年度に２０万件を達成するよう、情報提供サービスの充

実を図る。

（３）学習者の多様化・高度化した学習需要や情報ニーズに対応するため、インター

ネットや衛星通信システムを活用した遠隔発信事業の充実を図る。

５ 受入事業の充実

（１）会館を利用した団体・個人等のうち、毎年度平均７０％以上（任意抽出調査）

が利用に対して満足するよう、各種サービスの質的向上を図る。

（２）利用者の視点に立った快適な研修環境の形成のための施設整備を進めることと

し、特に、障害者、高齢者に配慮した施設とする。

（３）会館の事業活動における援助等を行う会館ボランティアの活動の充実を図るこ

とにより，利用者へのサービスの向上を図る。

６ 広報活動の充実

（１）女性教育に関するナショナルセンターとして、国民に広く会館の事業等を公表

するため、広報資料の充実を図る。

（２）若い世代の男女共同参画意識を高めるとともに、女性教育指導者等の育成に資

するため、若い年齢層を中心に新規利用者の利用促進を図る。

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項

自己収入の確保、予算の効率的な執行に努め、適切な財務内容の実現を図る。

１ 自己収入の増加

積極的に外部資金、施設使用料等、自己収入の増加に努める。また、自己収入額

の取り扱いにおいては、各事業年度に計画的な収支計画を作成し、当該収支計画に

よる運営に努める。
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２ 固定的経費の節減

管理業務の節減を行うとともに、効率的な施設運営を行うこと等により、固定

的経費の節減を図る。

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項

１ 施設・設備に関する事項

長期的な視野に立った計画的な施設整備を推進するとともに、施設・設備の維持

保全を行い、安全性の確保を図る。


